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１．経緯
○ 「『日本の美』総合プロジェクト懇談会」（主催：安倍総理〔～２０２０年９月〕 、座長：津川雅彦氏〔～２０１８

年８月〕・小林忠氏〔２０１９年月４月～〕）において、日本人の美意識・価値観を国内外にアピールし、その

発展及び国際親善と世界の平和に寄与するための施策の検討等を実施。

○ 「日本博」は、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機として日本の全国各地で実施する

こととされ、第６回の同懇談会（２０１８年６月２２日開催）において、総理から文部科学省・文化庁に対して

準備を進めるよう指示。第１回「日本博総合推進会議」を２０１８年１２月２６日に開催。また、第１回「日本博

の開催等準備に関する関係府省連絡会議」を２０１９年２月２６日に、第２回を同年１０月１７日に開催。

〇 ２０２０年３月１２日に開催された第２回「日本博総合推進会議」において、総理からは、「新型コロナウイ

ルス感染症の収束が視野に入った段階では、日本の素晴らしさを国際社会に向けアピールするため、

日本博を一層強力に推進していく」とのご発言。

２．関連スケジュール
２０１５年： 「『日本の美』総合プロジェクト懇談会」発足

２０１６年： 「日本仏像展」（於：イタリア）を開催

２０１８年： 「ジャポニスム2018」（於：フランス）を開催

２０１９年： ３月 「日本博」旗揚げ式

２０１９年： 「日本博」（於：日本）を試行的な事業も含め段階的に実施

２０１９年： 「Japan 2019」（於：米国）、「響きあうアジア2019」（於：東南アジア）を開催

２０２０年： 国内観光需要の一層の喚起、インバウンド需要回復に資するコンテンツを発信

２０２１年： 新型コロナウイルス感染症の万全の対策を講じつつ全国で展開
開催地での「リアル体験」と「バーチャル体験」を融合させ、引き続き、国内外へコンテンツを発信

「日本博」について
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「日本博」の総合テーマ等

２ 基本コンセプト

「日本の美」は、縄文時代から現代まで１万年以上もの間、大自然の多様性を
尊重し、生きとし生けるもの全てに命が宿ると考え、それらを畏敬する「心」を
表現してきた。

日本は、景観や風土を大切にし、縄文土器をはじめ、仏像などの彫刻、浮世絵や
屏風などの絵画、漆器などの工芸、着物などの染織、能や歌舞伎などの伝統芸能、
文芸、現代の漫画・アニメなど様々な分野、衣食住をはじめとする暮らし、生活様
式等において、人間が自然にたいして共鳴、共感する「心」を具現化し、その「美
意識」を大切にしている。

「日本博」では、総合テーマ「日本人と自然」の下に、「美術・文化財」「舞台
芸術」「メディア芸術」「生活文化・文芸・音楽」「食文化・自然」「デザイン・
ファッション」「共生社会・多文化共生」「被災地復興」などの各分野にわたり、
縄文時代から現代まで続く「日本の美」を国内外へ発信し、次世代に伝えることで
更なる未来を創生する。

この文化芸術の祭典が、人々の交流を促して感動を呼び起こし、世界の多様性の
尊重、普遍性の共有、平和の祈りへとつながることを希求する。

１ 総合テーマ：「日本人と自然」
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３ 開催時期等

２０２１年を中心としつつ、その前後の期間も含めて幅広く展開

４ 実施にあたってのポイント

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機に、「日本の美」を体現する
美術展・舞台芸術公演・文化芸術祭等を全国で展開。

「縄文から現代」及び「日本人と自然」というコンセプトの下、日本が誇る様々な文化を、
四季折々・年間を通じて体系的に展開。

新型コロナウイルス感染症の状況に鑑み、魅力あるコンテンツの発信などを通じて、２０２０年
は実施主体において新型コロナウイルス感染症拡大防止の徹底、新しい生活様式を踏まえ
ながら国内観光需要の一層の喚起や日本文化に関心がある海外層の訪日意欲を喚起しつつ、
プロモーションを実施。

文化庁を中心に、関係府省庁や文化施設、地方自治体、民間団体等の関係者の
総力を結集した大型国家プロジェクト

○ ２０２１年東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会前、期間中、東京2020オリンピック・
パラリンピック競技大会後のインバウンド需要回復・拡充

○ 国内観光需要拡充・「地方への誘客」の促進

○ 国家ブランディングの確立

○ 文化芸術立国としての基盤強化 3



◎質の高い文化資源による戦略的プロモーションのための
仕組みの構築

・ 全ての分野を体系的に扱った情報、VR・AR、高
精細画像・映像の先端技術を活用したデジタルコ
ンテンツの発信・多言語化等による海外プロモー
ション・パッケージを提供

・ 観光庁、JNTO等との連携
◎官民連携による異業種連携プロモーション促進
・文化との連携による商品開発や、企業の先端技術
開発・アピール 等

◎日本博の具体的な企画・実施を通じた魅力の再発見・
人材育成へ
・日本の歴史、芸術、食、自然環境等の魅力の
再発見、価値づけを行い国内外へ発信

◎子供・若者・障がい者・高齢者が参加できる文化
プログラム・体験機会の拡充
・新たな技術・演出・手法も活用した伝統文化から
現代芸術までの体験機会の拡充

・国民参加型のプロジェクト実施 等

文化による「国家ブラン

ディング」を強化

文化による観光需要回復・拡充に

向けた取組、「地方への誘客」の促進

「文化芸術立国」としての

基盤を強化

官民連携の下、オールジャパンで国内外への
戦略的プロモーションを推進

◎ 多様な広報媒体による情報発信等による国内観光・インバウンド回復促進

・ 官民連携体制によるニーズ把握、誘客のための多言語による情報発信やニーズに応じた相談・案内等の取組促進

・ 実施期間中の社会的・経済的効果を個別に測定・分析・マーケティング等で活用 等

◎ 国内外の観光需要を喚起する映像コンテンツ制作・発信、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策などの情報発信

◎ 複数の文化拠点・事業による企画連携を取り込んだ周遊ルートモデルの開発

文化による「国内観光需要の一層の喚起」「観光インバウンド需要回復」に向けた訪日意欲の喚起、
「地方への誘客」の促進

国民自身が、自国文化の魅力や素晴らしさを
発見・再認識する機会の拡充

戦略的取組に
よる好循環を形成

現状・課題

◎個々の分野、施設ごとに、インバウンド、情報発信などを対応

しており、体系的・継続的な情報発信が十分ではない。

◎好事例として蓄積されたノウハウが全国に展開されていない。

◎新型コロナウイルス感染症への対策

方針
○新型コロナウイルス感染症の万全の対策を講じた上で開催地での
「リアル体験」と「バーチャル体験」を融合させた全国展開
○戦略的プロモーション、体系的・継続的な情報発信、初めての人向け
や訪日外国人向けコンテンツの開発、文化体験ツアー造成など

○新しい手法・演出・技術を積極的に導入した取組を推進し、蓄積され
たノウハウを全国に横展開
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日本博総合推進会議
議長：内閣総理大臣 議長代理：内閣官房長官
議長補佐：内閣官房副長官（参）
構成員：オリ・パラ大臣、クールジャパン担当大臣、外務大臣、文科大臣、国交大臣、

小林達雄氏、小松大秀氏、島谷弘幸氏、高階秀爾氏

日本博の開催準備等に関する関係府省連絡会議

各省庁間の連携・調整
議長：内閣官房副長官（参）、議長代理：内閣官房副長官補（内政）

議長補佐（全体総括担当）：文化庁長官、議長補佐（オリ・パラとの連携担当）：オリ・パラ事務局長

文化庁「日本博」企画委員会
有識者、地方自治体代表、産業界代表、日本博事務局事務総長

企画の立案・実施への助言

適宜助言等

オリ・パラ

事務局 国税庁 農水省 経産省外務省総務省
知財
事務局

厚労省 観光庁 環境省
アイヌ
政策室

文科省
まちひとしごと

事務局 宮内庁

文化庁
全体統括

警察庁

（独）日本芸術文化振興会

日本博事務局
企画の立案・実施

事務総長：理事長

（独）国立文化財機構

（独）国立美術館

（独）国立科学博物館

国立アイヌ民族博物館

国立近現代建築資料館

国立文化施設

「日本博」の検討・実施体制について
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〔共通コンセプト〕

日本人と自然縄文から現代

美術・文化財

舞台芸術

メディア芸術

デザイン・ファッション

共生社会・多文化共生

被災地復興

生活文化・文芸・音楽

食文化・自然

「縄文から現代」及び「日本人と自然」というコンセプトの下、日本が誇る様々な文化を、
２０２１年を中心としつつ、その前後の期間も含めて幅広く展開する。
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(イメージ)
‣縄文から近現代の美術
‣伝統芸能・現代舞台芸術
‣メディア芸術
‣生活文化・文芸・音楽
等の複合領域を一つの空間で
演出するプロジェクト

「日本博」の中核となる
総合大型プロジェクト
（国、文化施設、民間
団体、事務局等が共同
で企画・実施）

「総合大型プロジェクト」 「分野別大規模プロジェクト」

公募助成型

各地域や団体の
特色ある企画を
公募し事業費を
一部助成

(イメージ)
①地域の特色を生かして
新たに企画・実施する
プロジェクト
②文化関係団体が実施
する新規性・創造性が
高いプロジェクト

※国は原則一部負担。ただし
、被災地との共催、共生社会
・多文化共生、最先端技術の
導入等に係るものは例外とす
ることを想定。

各地域や団体の
特色ある企画を
公募し企画内容
を認定

「日本博」のテーマ
及びコンセプトを加味
した大規模な展示・公
演等のプロジェクト
（全国的な活動を行う
団体等が主催）

(イメージ)
‣地方自治体や文化関係団体等で
一定期間実施するプロジェクト

※国は原則一部負担。ただし、
被災地との共催、共生社会・多
文化共生、最先端技術の導入等
に係るものは例外とすることを
想定。

参画型

(イメージ)
①テーマ、コンセプト
に沿う日本を代表する
プロジェクト
②「日本博」として国
内外に発信するものと
して相応しいプロジェ
クト

等

主催・共催型

「ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ型ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」
「文化資源活用推進事業」
「国際的文化ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ展開
推進事業（長期開催型）」

「地域ゆかりの文化資産を
活用した展覧会支援事業」
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２０１９年度の採択状況

◆主催・共催型 ： ６９件 （１１８件提案）
※一次受付：１９件採択（２３件提案）、二次受付：３１件採択（４６件提案）、三次受付：１９件採択（４９件提案）

◆公募助成型 ： ６９件 （１７７件申請）
※一次募集：３８件採択（１１３件申請）、二次募集：２７件採択（４８件申請）、三次募集：４件採択（１６件申請）

◆参画プロジェクト ： ２８８件

◆プロモーション
・黒柳徹子氏を広報大使として任命
・観光庁、ＪＮＴＯとの連携による海外発信
・ラインナップリーフレットの作成・配布、

WEB（英語発信）等を実施
・今後、本格的なＨＰ等の運用開始、国内外メディア・
在京大使館の招へいなど本格的なプロモーションを開始

・関係府省との連携を具体的に企画・実施
(国立公園、日本酒、ファッション、共生社会、外交団招へい等)

・２０１９年４月から公募等を行い、主催・共催型６９件、公募助成型６９件 計１３８件を採択
・参画プロジェクト 計２８８件を認証
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２０２０年度の採択状況
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特に、1月に公募等を行った1次採択分149件について、新型コロナウイルスの影響等により事業計画の
大幅な変更等が生じている。

◆主催・共催型： ６１件（1次採択分）

・１次（１月から公募等開始）：主催・共催型６１件、公募助成型８８件 計１４９件を採択
・２次（５月から公募等開始）：公募助成型 １３件を採択
・参画プロジェクト １３５件を認証（2021年3月末現在）

◆公募助成型 ： ８８件（1次採択分）

予定通り実施 変更して実施（今年度中） 辞退（来年度実施含む）

実施済み（開催中を含む） １ ５６ －

今後実施 ０ ０ －

計 １ ５６ ４

予定通り実施 変更して実施（今年度中） 辞退（来年度実施を含む）

実施済み（開催中を含む） １６ ４９ －

今後実施 ０ ０ －

計 １６ ４９ ２３

◆公募助成型 ： １３件（2次採択分）

予定通り実施 変更して実施（今年度中） 辞退（来年度実施含む）

実施済み（開催中を含む） ６ ７ －

今後実施 ０ ０ －

計 ６ ７ －



今後（2020年度後半・2021年度以降）の方針

◆今後の方針

・2020年度のプロジェクトの取扱方針
１．新型コロナウイルス感染症対策について万全を期しつつ、極力開催する。
２．新型コロナウイルス感染症の状況に常に留意し、必要な場合は時期・場所を変更する等の調整を行う。
３．やむなく中止となったプロジェクトは、可能な範囲で多言語映像コンテンツの制作・発信等を行う。

・2021年度のプロジェクトの実施方針
上記の取扱方針に加え、今後計画するプロジェクトについては、多言語映像コンテンツの制作・発信にも
力を入れ、コロナ後の新たな環境を見据え、国内観光需要・インバウンド需要の喚起を目指す。
また、文化プロジェクトのイノベーションに資する取組を積極的に推進する。
※来年度の募集については、政府予算案決定後に開始予定。

・２０２１年度を日本博の本番年と位置付けるとともに、２０２２年度以降も国内観光需要の一層の喚起や

インバウンド需要回復に資するコンテンツの発信等に取り組む。
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日本博総合推進会議（第２回）【２０２０年３月１２日】（総理発言）
残念ながら、今週予定されていた日本博オープニング・セレモニーは、新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため、

開催を中止することといたしました。
現在は、感染の拡大防止に全力を挙げておりますが、収束が視野に入った段階では、日本の素晴らしさを国際社会に向け

アピールするため、日本博を、一層強力に推進していくことといたします。
このため、本日委員の皆様からいただいた貴重なご意見をもとに、日本博が、縄文時代から現代まで続く「日本の美」を

各分野にわたって体系的に展開する試みとして、より充実した内容となるよう、文化庁が中心となって、関係府省が連携し
て、さらに取組を進めてください。
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【2020年度のプロジェクトの取扱方針】
１．新型コロナウイルス感染症対策について万全を期しつつ、極力開催する。
２．新型コロナウイルス感染症の状況に留意し、必要な場合は時期・場所を変更する等の調整を行う。
３．やむなく中止となったプロジェクトは、可能な範囲で多言語映像コンテンツの制作・発信等を行う。

【2021年度のプロジェクトの実施方針】
上記の取扱方針に加え、今後計画するプロジェクトについては、多言語映像コンテンツの制作・発信にも力を入れ、新た

な環境を見据え、国内観光需要・インバウンド需要の喚起を目指す。
また、文化プロジェクトのイノベーションに資する取組を積極的に推進する。

◆採択実績（計１３６件）

◆プロモーション方針

・ SNS（日・英）、WEB（日・英・中・韓・仏）、TVなどで発信

・ WEBサイト等の情報発信環境整備と映像等のデジタルコンテンツの充実（「バーチャル日本博」8月開始）

・ ターゲット層を明確にし、インフルエンサー等とのコラボによる海外への情報発信

・ 国内外メディアを活用した幅広い層への情報発信

・ 文化拠点や団体の関係情報も併せた情報発信

区
分

主催・共催型 イノベーション型
文化資源活用
推進事業

国際的文化フェスティ
バル展開推進事業

地域ゆかり事業

件
数

４４ ４１ ２３ ２ ２６

２０２１年度を日本博本番年と位置づけ、年間を通じて、開催地での「リアル体験」とデジタ
ルコンテンツ等を通じた「バーチャル体験」を融合させ、全国各地で実施。

11

独立行政法人
日本芸術文化振興会

2021年度の「日本博」について

・参画プロジェクト ： 4月以降開催 認証件数 ５０件（4月末現在）



２０２１年度プロジェクトの概要

◆ 縄文から現代までの代表
国内各地の縄文文化から国宝、浮世絵（北斎など）、日本の衣食住、ユネスコ無形文化遺産、国立公園、
マンガ・アニメ、ファッションなどにおいて、日本人が自然とどのように向き合い、文化芸術活動を通じて表現
し、守り伝えようとしているか等をテーマに、海外の方々をはじめ日本の多くの方々に楽しんで頂くことを意識
したプログラムです。

・ 地方誘客・周遊につながる文化資源を生かしたプログラムを展開
【特徴】・ 若者や外国人が親しみやすい工夫を凝らした体験プログラムを展開

・ 新しい手法・演出を取り入れた創造性の高いプログラムを展開

◆ 国内観光需要や訪日意欲を喚起するためのコンテンツ発信
能狂言、文楽、歌舞伎、組踊での舞台や、美術品・文化財の映像・解説、芸術祭などを、新型コロナウイ
ルス感染症対策を踏まえたコンテンツとして制作し、「リアル体験」と「バーチャル体験」を融合した形で国内
外に向けて発信し、国内観光・インバウンド需要回復に資する取組を行います。

◆ 全国展開
日本遺産や近代化遺産などの地で伝統芸能、伝統工芸、食文化などの日本博関連プログラムが企画さ
れ、地方誘客を目指しています。

・ アイヌ（民族共生象徴空間：ウポポイ）、沖縄の伝統芸能である組踊など国内各地で関連プロ
ジェクトを実施、国内外へ発信

・ 地域発の国際芸術祭など
地方公共団体と芸術団体などが連携して行う地域の国際的な芸術祭が多数企画され、国内外の人々
の滞在型誘客を目指しています。

・ 東日本大震災１０年を迎えた復興関連プログラムを実施

以上のような取組を通じて、ジャンルを超えた新たなパートナーシップ構築やプログラム創成の
ノウハウを蓄積し、今後のレガシーとして次世代へ繋いでいきます。 12
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